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(57)【要約】
　バックフォーカスを長くして偏光プリズム等の光学部
材を配置可能としながら、収差が製造誤差による影響を
受けにくく、フォーカシング時の収差の変動を少なくす
る。物体側から像側へ順に、負の屈折力を有する前群Ｇ
１、フォーカシングレンズＦ、正の屈折力を有する後群
Ｇ２を備え、前群及び後群が、光軸上に常に固定されて
おり、以下の条件式（１）及び（２）を満たす内視鏡用
対物光学系を提供する。
　　　４＜ＦＢ／ＦＬ　　　　　　　…（１）
　　　ＦＬ／｜ｆｃ｜＜０．１　　　…（２）
ただし、ＦＢは、内視鏡用対物光学系全系のバックフォ
ーカスであり、後群の最も像側のレンズ面から全系の後
ろ側焦点位置までの距離である。また、ＦＬは、内視鏡
用対物光学系全系の焦点距離であり、ｆｃはフォーカシ
ングレンズの焦点距離であり、｜ｆｃ｜はその絶対値で
ある。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から像側へ順に、負の屈折力を有する前群、フォーカシングレンズ、正の屈折力
を有する後群を備え、
　前記前群及び前記後群が、光軸上に常に固定されており、以下の条件式（１）及び（２
）を満たす内視鏡用対物光学系。
　　　４＜ＦＢ／ＦＬ　　　　　　　…（１）
　　　ＦＬ／｜ｆｃ｜＜０．１　　　…（２）
　ただし、ＦＢは、内視鏡用対物光学系全系のバックフォーカスであり、後群の最も像側
のレンズ面から全系の後ろ側焦点位置までの距離である。また、ＦＬは、内視鏡用対物光
学系全系の焦点距離であり、ｆｃはフォーカシングレンズの焦点距離であり、｜ｆｃ｜は
その絶対値である。
【請求項２】
　以下の条件式（３）及び（４）を満たす請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　　　－３＜Ｆ＿Ｆ／ＦＬ＜－０．９　　…（３）
　　　２．５＜Ｆ＿Ｒ／ＦＬ＜５　　　　…（４）
　ただし、Ｆ＿Ｆは前群の焦点距離であり、Ｆ＿Ｒは後群の焦点距離である。
【請求項３】
　前記フォーカシングレンズが、正の屈折率を有し、
　作動距離が長い側から短い側に向かって変化するとき、前記フォーカシングレンズを像
側に移動することで作動距離が短い側にピント合わせる請求項１又は請求項２に記載の内
視鏡用対物光学系。
【請求項４】
　前記フォーカシングレンズが、負の屈折率を有し、
　作動距離が長い側から短い側に向かって変化するとき、前記フォーカシングレンズを物
体側に移動することで作動距離が短い側にピント合わせる請求項１又は請求項２に記載の
内視鏡用対物光学系。
【請求項５】
　請求項１乃至請求項４の何れかに記載の内視鏡用対物光学系と、
　該内視鏡用対物光学系の結像位置近傍に配置された１つの撮像素子と、
　前記対物レンズと前記撮像素子との間に配置され、前記対物レンズからの光束を反射光
束と透過光束の２つの光束に分割するための分割素子と、
　前記反射光束を折り返して反射させるための第１反射部材と、
　前記透過光束を反射させるための第２反射部材と、を有し、
　前記分割素子を介して前記第１反射部材で反射した光束を前記撮像素子における第１領
域に結像させ、
　前記第２反射部材で反射した光束を前記撮像素子における前記第１領域とは異なる第２
領域に結像させる撮像装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内視鏡用対物光学系に関し、特にバックフォーカスが長い内視鏡用対物光学
系に関する。
【背景技術】
【０００２】
　内視鏡用対物光学系において、光路内にプリズム等の光学部材を配置するために長いバ
ックフォーカスを確保する必要がある場合がある。このような長いバックフォーカスを有
する対物光学系レンズとして、例えば、特許文献１、特許文献２が提案されている。
　特許文献１及び特許文献２は、何れも対物レンズとその結像面との間に光学部材を配置
しており、特に特許文献１では、光路折り曲げ用プリズムを配置し、特許文献２では、分
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光光学部材としての分光素子を配置している。
　また近年、撮像素子の高画質化により被写界深度が狭くなる傾向にあり、例えば、特許
文献３のように、広い観察深度を確保することを目的として、作動距離（ＷＤ）の変化に
伴う焦点位置の移動を補正し一定に保つフォーカシング機能を有する内視鏡用対物レンズ
も提案されている。
　一方、撮像素子の高画質化に伴い、フォーカシング機能を有する内視鏡用対物光学系に
おいても、作動距離の変動に伴うピント合わせだけでなく、フォーカシング時の収差変動
を小さく抑えることがより一層重要となっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第４９１９４１９号公報
【特許文献２】特許第４６７５３４８号公報
【特許文献３】特許第４８１９９６９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記した各特許文献では、バックフォーカスの長さが不十分であったり
、フォーカシング機能を有しない、又は、有していても光路中にプリズム等の光学素子を
配置することを想定していないため、フォーカシング時の収差変動を所望の範囲に抑える
ことができない。
　また、上述のように、フォーカシング時の収差変動を小さく抑えることがより一層重要
となっている。一方で、フォーカシングレンズの摺動性を向上させるために、ある程度の
遊びを確保する必要があり、製造誤差によるフォーカシングレンズの偏心は避けられない
。そして、フォーカシングレンズの偏心等の製造誤差により、収差の劣化が目立ちやすく
なってしまう。
【０００５】
　本発明は、上述した事情に鑑みてなされたものであって、偏光プリズム等の光学部材を
配置可能であり、収差が製造誤差による影響を受けにくく、フォーカシング時の収差の変
動が少ないバックフォーカスの長い内視鏡用対物光学系を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するため、本発明は以下の手段を提供する。
　本発明の一態様は、物体側から像側へ順に、負の屈折力を有する前群、フォーカシング
レンズ、正の屈折力を有する後群を備え、前記前群及び前記後群が、光軸上に常に固定さ
れており、以下の条件式（１）及び（２）を満たす内視鏡用対物光学系を提供する。
　　　４＜ＦＢ／ＦＬ　　　　　　　…（１）
　　　ＦＬ／｜ｆｃ｜＜０．１　　　…（２）
　ただし、ＦＢは、内視鏡用対物光学系全系のバックフォーカスであり、後群の最も像側
のレンズ面から全系の後ろ側焦点位置までの距離である。また、ＦＬは、内視鏡用対物光
学系全系の焦点距離であり、ｆｃはフォーカシングレンズの焦点距離であり、｜ｆｃ｜は
その絶対値である。
【０００７】
　本態様によれば、上記条件式を満たすことで、偏光プリズム等の光学部材を配置可能と
しながら、フォーカシングレンズの焦点距離を規定することにより、製造誤差による収差
の変動とフォーカシングによる収差の変動を抑制する。具体的には、製造誤差による収差
を抑制して、光学性能劣化への影響を小さくし、例えば、片ボケを抑制することができる
。また、フォーカシングによる収差の変動を抑制して、非点収差の変動を小さくし、作動
距離が短い側で像面がマイナス側に倒れやすくなるのを防止することができる。なお、フ
ォーカシングレンズは正あるいは負の、弱い屈折力をもつ。



(4) JP WO2014/129089 A1 2014.8.28

10

20

30

40

50

【０００８】
　上記した態様において、以下の条件式（３）及び（４）を満たすことが好ましい。
　　　－３＜Ｆ＿Ｆ／ＦＬ＜－０．９　　…（３）
　　　２．５＜Ｆ＿Ｒ／ＦＬ＜５　　　　…（４）
　ただし、Ｆ＿Ｆは前群の焦点距離であり、Ｆ＿Ｒは後群の焦点距離である。
【０００９】
　このようにすることで、前群の屈折力を十分に保ちながら、広画角化に有利とし、軸外
の高次収差を抑えつつ、偏心誤差の光学性能劣化への影響を小さくすることができる。
　また、後群の屈折力を保ち、バックフォーカスを確保しつつ、レンズサイズを所望の範
囲に抑えることができる。
【００１０】
　上記した態様において、前記フォーカシングレンズが、正の屈折率を有し、作動距離が
長い側から短い側に向かって変化するとき、前記フォーカシングレンズを像側に移動する
ことで作動距離が短い側にピント合わせることが好ましい。
【００１１】
　このようにすることで、フォーカシングレンズを光軸上像側に移動することで作動距離
が短い側にピント合わせることができる。
【００１２】
　上記した態様において、前記フォーカシングレンズが、負の屈折率を有し、作動距離が
長い側から短い側に向かって変化するとき、前記フォーカシングレンズを物体側に移動す
ることで作動距離が短い側にピント合わせることが好ましい。
【００１３】
　このようにすることで、フォーカシングレンズを光軸上物体側に移動することで作動距
離が短い側にピント合わせることができる。
【００１４】
　また、本発明の他の態様は、上記の内視鏡用対物光学系と、該内視鏡用対物光学系の結
像位置近傍に配置された１つの撮像素子と、前記対物レンズと前記撮像素子との間に配置
され、前記対物レンズからの光束を反射光束と透過光束の２つの光束に分割するための分
割素子と、前記反射光束を折り返して反射させるための第１反射部材と、前記透過光束を
反射させるための第２反射部材と、を有し、前記分割素子を介して前記第１反射部材で反
射した光束を前記撮像素子における第１領域に結像させ、前記第２反射部材で反射した光
束を前記撮像素子における前記第１領域とは異なる第２領域に結像させる撮像装置を提供
する。
【００１５】
　上記した内視鏡用対物光学系が、光学部材を配置可能であり、収差が製造誤差による影
響を受けにくく、フォーカシング時の収差の変動が少ないバックフォーカスの長いもので
あることから、この内視鏡用対物光学系を撮像装置に適用することで、高品質な被写体像
を取得することができる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、バックフォーカスを長くして偏光プリズム等の光学部材を配置可能と
しながら、収差が製造誤差による影響を受けにくく、フォーカシング時の収差の変動を少
なくすることができるという効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の第１実施形態に係る対物光学系の全体構成を示す断面図である。
【図２】本発明の実施例１に係る対物光学系の全体構成を示す断面図である。
【図３】本発明の実施例１に係る対物光学系の全体構成を示す断面図であり、夫々（Ａ）
は通常観察状態を、（Ｂ）近距離観察状態を示す。
【図４】図３（Ａ）の対物光学系の通常観察状態における収差曲線図である。
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【図５】図３（Ｂ）の対物光学系の近距離観察状態における収差曲線図である。
【図６】本発明の実施例２に係る対物光学系の全体構成を示す断面図である。
【図７】本発明の実施例２に係る対物光学系の全体構成を示す断面図であり、夫々（Ａ）
は通常観察状態を、（Ｂ）近距離観察状態を示す。
【図８】図７（Ａ）の対物光学系の通常観察状態における収差曲線図である。
【図９】図７（Ｂ）の対物光学系の近距離状態における収差曲線図である。
【図１０】本発明の実施例３に係る対物光学系の全体構成を示す断面図である。
【図１１】本発明の実施例３に係る対物光学系の全体構成を示す断面図であり、夫々（Ａ
）は通常観察状態を、（Ｂ）近距離観察状態を示す。
【図１２】図１１（Ａ）の対物光学系の通常観察状態における収差曲線図である。
【図１３】図１１（Ｂ）の対物光学系の近距離観察状態における収差曲線図である。
【図１４】本発明の実施例４に係る対物光学系の全体構成を示す断面図である。
【図１５】本発明の実施例４に係る対物光学系の全体構成を示す断面図であり、夫々（Ａ
）は通常観察状態を、（Ｂ）近距離観察状態を示す。
【図１６】図１５（Ａ）の対物光学系の通常観察状態における収差曲線図である。
【図１７】図１５（Ｂ）の対物光学系の近距離観察状態における収差曲線図である。
【図１８】本発明の実施例５に係る対物光学系の全体構成を示す断面図であり、夫々（Ａ
）は通常観察状態を、（Ｂ）近距離観察状態を示す。
【図１９】図１８（Ａ）の対物光学系の通常観察状態における収差曲線図である。
【図２０】図１８（Ｂ）の対物光学系の近距離観察状態における収差曲線図である。
【図２１】本発明の実施例６に係る対物光学系の全体構成を示す断面図である。
【図２２】本発明の実施例６に係る対物光学系の全体構成を示す断面図であり、夫々（Ａ
）は通常観察状態を、（Ｂ）近距離観察状態を示す。
【図２３】図２２（Ａ）の対物光学系の通常観察状態における収差曲線図である。
【図２４】図２２（Ｂ）の対物光学系の近距離観察状態における収差曲線図である。
【図２５】本発明の実施例７に係る対物光学系の全体構成を示す断面図である。
【図２６】本発明の実施例７に係る対物光学系の全体構成を示す断面図であり、夫々（Ａ
）は通常観察状態を、（Ｂ）近距離観察状態を示す。
【図２７】図２６（Ａ）の対物光学系の通常観察状態における収差曲線図である。
【図２８】図２６（Ｂ）の対物光学系の近距離観察状態における収差曲線図である。
【図２９】本発明の実施例８に係る対物光学系の全体構成を示す断面図である。
【図３０】本発明の実施例８に係る対物光学系の全体構成を示す断面図であり、夫々（Ａ
）は通常観察状態を、（Ｂ）近距離観察状態を示す。
【図３１】図３０（Ａ）の対物光学系の通常観察状態における収差曲線図である。
【図３２】図３０（Ｂ）の対物光学系の近距離観察状態における収差曲線図である。
【図３３】本発明の第２の実施形態にかかる撮像装置の概略構成を示す説明図であり、（
Ａ）は全体構成を模式的に示す図、（Ｂ）は撮像素子の第１及び第２の領域に夫々結像す
る画像における被写体の向きを示す図である。
【図３４】図３３の撮像装置における対物光学系と分割素子と第２反射部材の斜視図であ
る。
【図３５】図３３の撮像装置における画像選択部の構成例を示す説明図で、（Ａ）はその
一例を示し、（Ｂ）は他の例を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
〔第１の実施形態〕
　以下に、本発明の第１の実施形態に係る対物光学系について図面を参照して説明する。
　図１は、本実施形態に係る内視鏡用対物光学系１の全体構成を示す断面図を示している
。図１に示すように、内視鏡用対物光学系１は、物体側から順に、負の屈折力を有する（
以下、単に「負の」という）前群Ｇ１、フォーカシングレンズＦ、及び正の屈折力を有す
る（以下、単に「正の」という）後群Ｇ２を備えている。
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【００１９】
　正の後群Ｇ２の像側には光学フィルタＦ、光学プリズムＰ、図示しない撮像素子を封止
するカバーガラス等の光学部材ＣＧを配置している。
　そして、内視鏡用対物光学系の像面近傍には撮像素子が配置され、内視鏡用対物光学系
と撮像光学系を構成している。
【００２０】
　内視鏡用対物光学系は、前群及び後群が光軸上に常に固定されており、以下の条件式を
満足するように構成されている。
　　　４＜ＦＢ／ＦＬ　　　　　　　…（１）
　　　ＦＬ／｜ｆｃ｜＜０．１　　　…（２）
　ただし、ＦＢは、内視鏡用対物光学系全系のバックフォーカスであり、後群の最も像側
のレンズ面から全系の後ろ側焦点位置までの距離である。また、ＦＬは、内視鏡用対物光
学系全系の焦点距離であり、ｆｃはフォーカシングレンズの焦点距離であり、｜ｆｃ｜は
その絶対値である。
【００２１】
　条件式（１）は、バックフォーカスを規定したものである。条件式（１）の下限４を下
回ると偏光プリズム等の光学部材を配置することが困難となる。
　条件式（２）は、製造誤差による収差の変動とフォーカシングによる収差の変動に関し
、フォーカシングレンズの焦点距離を規定したものである。フォーカシングレンズは正あ
るいは負の、弱い屈折力をもつ。条件式（２）の上限０．１を超えると偏心誤差の光学性
能劣化への影響度が高くなり好ましくない。具体的には、同じ偏心誤差でも片ボケ等が発
生しやすくなる。またフォーカシングによる収差の変動が大きくなり好ましくない。特に
、非点収差の変動が大きくなり、作動距離が短い側で像面がマイナス側に倒れやすくなる
。
【００２２】
　また、内視鏡用対物光学系１は、以下の条件式を満足するように構成されると更に好ま
しい。
　　　－３＜Ｆ＿Ｆ／ＦＬ＜－０．９　　…（３）
　　　２．５＜Ｆ＿Ｒ／ＦＬ＜５　　　　…（４）
　ただし、Ｆ＿Ｆは前群の焦点距離であり、Ｆ＿Ｒは後群の焦点距離である。
【００２３】
　ここで、条件式（３）は前群の小型化に関し、前群の焦点距離を規定している。この条
件式（３）の下限－３を下回ると前群の屈折力が不十分となり、第１レンズＬ１の径が大
きくなりやすい。また広画角化に不利となる。条件式（３）の上限－０．９を超えると各
レンズのレンズ径の小型化には有利となるが、軸外の高次収差が発生しやすくなる。また
偏心誤差の光学性能劣化への影響度が高くなりやすく、好ましくない。
【００２４】
　条件式（４）はバックフォーカスの確保に関し、後群の焦点距離を規定している。条件
式（４）の下限２．５を下回ると後群の屈折力が不十分となり、バックフォーカスの確保
に不利である。条件式（４）の上限５を超えるとバックフォーカスの確保には有利である
が、レンズサイズが長大化しやすくなり好ましくない。
【００２５】
　フォーカシングレンズＦとしては、正又は負の屈折力を有するものを適用することがで
きるが、フォーカシングレンズＦが、正の屈折力を有する場合には、作動距離が長い側か
ら短い側に向かって変化するとき、フォーカシングレンズを像側に移動することで作動距
離が短い側にピント合わせることが好ましい。
【００２６】
　また、フォーカシングレンズＦが、負の屈折率を有し、作動距離が長い側から短い側に
向かって変化するとき、フォーカシングレンズＦを物体側に移動することで作動距離が短
い側にピント合わせることが好ましい。
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　フォーカシングレンズＦを光軸上物体側に移動することで作動距離が短い側にピント合
わせることができるためである。
【００２７】
　本発明によれば、上記条件式を満たすことで、偏光プリズム等の光学部材を配置可能と
しながら、フォーカシングレンズの焦点距離を規定することにより、製造誤差による収差
の変動とフォーカシングによる収差の変動を抑制する。具体的には、製造誤差による収差
を抑制して、光学性能劣化への影響を小さくし、例えば、片ボケを抑制することができる
。また、フォーカシングによる収差の変動を抑制して、非点収差の変動を小さくし、作動
距離が短い側で像面がマイナス側に倒れやすくなるのを防止することができる。なお、フ
ォーカシングレンズは正あるいは負の、弱い屈折率、すなわち、屈折力をもつ。
【実施例】
【００２８】
　続いて、上述した第１の実施形態に係る対物光学系の実施例１～実施例８について、図
２～図３２を参照して説明する。各実施例に記載のレンズデータにおいて、ｒは曲率半径
（単位ｍｍ）、ｄは面間隔（ｍｍ）、Ｎｄはｄ線に対する屈折率、Ｖｄは、ｄ線に対する
アッベ数を示している。
【００２９】
（実施例１）
　本発明の実施例１に係る内視鏡用対物光学系の構成を図２及び図３に示す。なお、図３
において、（Ａ）は通常観察状態を、（Ｂ）は近距離観察状態を示し、光線は軸上マージ
ナル光線、最大画角の主光線を示す。また、本実施例に係る内視鏡用対物光学系の通常観
察状態の収差曲線図を図４に、近距離観察状態の収差曲線図を図５に示す。
【００３０】
　図２に示すように、実施例１に係る内視鏡用対物光学系１において、負の前群Ｇ１は、
物体側から順に、物体側が平面の平凹レンズの第１レンズＬ１、赤外カットフィルターＣ
Ｆ、両凹レンズの第２レンズＬ２、両凸レンズの第３レンズＬ３を備えている。このうち
、第２レンズＬ２と第３レンズＬ３とは接合された接合レンズＣＬ１となっている。
【００３１】
　フォーカシングレンズＦは、両凸レンズの第４レンズＬ４、物体側に凹面を向けた負メ
ニスカスレンズの第５レンズＬ５を有しており、第４レンズＬ４と第５レンズＬ５は接合
された接合レンズＣＬ２となっている。フォーカシングレンズＦは、正の屈折力を有して
いる。
【００３２】
　正の後群Ｇ２は、物体側から順に、像側に凹面を向けた負メニスカスレンズの第６レン
ズＬ６、像側に凹面を向けた正メニスカスレンズの第７レンズＬ７、両凸レンズの第８レ
ンズＬ８、両凸レンズの第９レンズＬ９、及び物体側に凹面を向けた負メニスカスレンズ
の第１０レンズＬ１０を備えている。このうち、第６レンズＬ６と第７レンズＬ７とは接
合されて接合レンズＣＬ３となっており、第９レンズＬ９と第１０レンズＬ１０とは接合
されて接合レンズＣＬ４となっている。
【００３３】
　また、フォーカシングレンズＦと後群Ｇ２との間に明るさ絞りＡＳが設けられている。
　近距離観察時は、フォーカシングレンズＦである第４レンズＬ４と第５レンズＬ５が光
軸上を像側へ移動し、作動距離が短い側にピント合わせを行う。
　本発明の実施例１に係る対物光学系のレンズデータを以下に示す。
【００３４】
　レンズデータ
　面番号　　　　　ｒ　　　　　　　ｄ　　　　　　　Ｎｄ　　　　　　　Ｖｄ
　物体面　　　　　∞　　　　　（ｄ０）　　　　　１．
　　１　　　　　　∞　　　　　０．６３２１　　　１．８８３００　　　４０．７６
　　２　　　１．８８１２　　　０．６９５７　　　１．
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　　３（ＦＳ）　　∞　　　　　０．０１５８　　　１．
　　４　　　　　　∞　　　　　０．９４８２　　　１．５２１００　　　６５．１２
　　５　　　　　　∞　　　　　０．３１６１　　　１．
　　６　　－５．３７５５　　　０．４７４１　　　１．８８３００　　　４０．７６
　　７　　　３．２１８８　　　０．７９０２　　　１．５８１４４　　　４０．７５
　　８　－３２．１８２３　　　　（ｄ８）　　　　１．
　　９　　　３．９８０２　　　１．１０６２　　　１．５８２６７　　　４６．４２
　１０　　－２．０２５１　　　０．６３２１　　　１．８１６００　　　４６．６２
　１１　－５４．４７５５　　　　（ｄ１１）　　　１．
　１２（ＡＳ）　　∞　　　　　０．１５８０　　　１．
　１３　　１１．０６３２　　　０．４７４１　　　１．８８３００　　　４０．７６
　１４　　　１．７９８８　　　０．９４８２　　　１．８０５１８　　　２５．４２
　１５　　　６．１８６０　　　０．０７９０　　　１．
　１６　　　２．７８５４　　　１．２６４３　　　１．５８１４４　　　４０．７５
　１７　　－４．４７０２　　　０．１２６４　　　１．
　１８　　　３．３８０６　　　１．２６４３　　　１．５１８２３　　　５８．９０
　１９　　－１．８９６４　　　０．４７４１　　　１．９２２８６　　　１８．９０
　２０　－２０．５２３４　　　０．７４２８　　　１．
　２１（ＦＳ）　　∞　　　　　０．０４７４　　　１．
　２２　　　　　　∞　　　　　０．０５２２　　　１．５３０００　　　　５６．００
　２３　　　　　　∞　　　　　５．７０１９　　　１．７２９１６　　　　５４．６８
　２４　　　　　　∞　　　　　０．０１５８　　　１．５１０００　　　　６４．００
　２５　　　　　　∞　　　　　０．７９０２　　　１．６１３５０　　　　５０．４９
　２６　　　　　　∞　　　　　０．３１６１　　　１．
　像面　　　　　　∞　　　　　０．
【００３５】
　各種データ　　　　　通常観察　　　　　　近距離観察
　　ｄ０　　　　　２０．４００００　　　４．９００００
　　ｄ８　　　　　　０．４８９９１　　　１．０３２０５
　ｄ１１　　　　　　３．２５３５６　　　２．７１１４２
【００３６】
（実施例２）
　本発明の実施例２に係る内視鏡用対物光学系の構成を図６及び図７に示す。なお、図７
において、（Ａ）は通常観察状態を、（Ｂ）は近距離観察状態を示し、光線は軸上マージ
ナル光線、最大画角の主光線を示す。また、本実施例に係る内視鏡用対物光学系の通常観
察状態の収差曲線図を図８に、近距離観察状態の収差曲線図を図９に示す。
【００３７】
　図６に示すように、実施例２に係る内視鏡用対物光学系２において、負の前群Ｇ１は、
物体側から順に、物体側が平面の平凹レンズの第１レンズＬ１、赤外カットフィルターＣ
Ｆ、両凹レンズの第２レンズＬ２、両凸レンズの第３レンズＬ３を備えている。このうち
、第２レンズＬ２と第３レンズＬ３とは接合された接合レンズＣＬ１となっている。
【００３８】
　フォーカシングレンズＦは、両凸レンズの第４レンズＬ４、両凹レンズの第５レンズＬ
５を有しており、第４レンズＬ４と第５レンズＬ５は接合された接合レンズＣＬ２となっ
ている。フォーカシングレンズＦは、正の屈折力を有している。
【００３９】
　正の後群Ｇ２は、物体側から順に、像側に凹面を向けた負メニスカスレンズの第６レン
ズＬ６、像側に凹面を向けた正メニスカスレンズの第７レンズＬ７、両凸レンズの第８レ
ンズＬ８、両凸レンズの第９レンズＬ９、及び物体側に凹面を向けた負メニスカスレンズ
の第１０レンズＬ１０を備えている。このうち、第６レンズＬ６と第７レンズＬ７とは接
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合されて接合レンズＣＬ３となっており、第９レンズＬ９と第１０レンズＬ１０とは接合
されて接合レンズＣＬ４となっている。
【００４０】
　また、フォーカシングレンズＦと後群Ｇ２との間に明るさ絞りＡＳが設けられている。
　近距離観察時は、フォーカシングレンズＦである第４レンズＬ４と第５レンズＬ５が光
軸上を像側へ移動し、作動距離が短い側にピント合わせを行う。
　本発明の実施例２に係る対物光学系のレンズデータを以下に示す。
【００４１】
　レンズデータ
　面番号　　　　　　ｒ　　　　　　　ｄ　　　　　　　　Ｎｄ　　　　　　　Ｖｄ
　物体面　　　　　∞　　　　　（ｄ０）　　　　　１．    
　　１　　　　　　∞　　　　　０．６０１８　　　１．８８３００　　　４０．７６
　　２　　　　１．７８３８　　０．６６２３　　　１．
　　３（ＦＳ）　　∞　　　　　０．０１５０　　　１．
　　４　　　　　　∞　　　　　０．９０２７　　　１．５２１００　　　６５．１２
　　５　　　　　　∞　　　　　０．３００９　　　１．
　　６　　　－５．８６３２　　０．４５１４　　　１．８８３００　　　４０．７６
　　７　　　　３．０３８８　　０．７５２３　　　１．５８１４４　　　４０．７５
　　８　－２６２．６１５７　　（ｄ８）　　　　　１．
　　９　　　３．４５５５　　　１．０５３２　　　１．５８２６７　　　４６．４２
　１０　　－１．９５９３　　　０．６０１８　　　１．８１６００　　　４６．６２
　１１　１８８．３６８２　　　（ｄ１１）　　　　１．                
　１２（ＡＳ）　　∞　　　　　０．１５０５　　　１．
　１３　　　６．６９０２　　　０．４５１４　　　１．８８３００　　　４０．７６
　１４　　　１．７６２９　　　０．９０２７　　　１．８０５１８　　　２５．４２
　１５　　　４．８１７７　　　０．０７５２　　　１．
　１６　　　２．６１５２　　　１．２０３７　　　１．５８１４４　　　４０．７５
　１７　　－４．６２５５　　　０．１２０４　　　１．
　１８　　　３．３８８１　　　１．２０３７　　　１．５１８２３　　　５８．９０
　１９　　－１．８０５５　　　０．４５１４　　　１．９２２８６　　　１８．９０
　２０　－１４．９８７８　　　０．７０６４　　　１．
　２１　　　　　　∞　　　　　０．０４５１　　　１．
　２２　　　　　　∞　　　　　０．０４９７　　　１．５３０００　　　５６．００
　２３　　　　　　∞　　　　　５．４２８５　　　１．７２９１６　　　５４．６８
　２４　　　　　　∞　　　　　０．０１５０　　　１．５１０００　　　６４．００
　２５　　　　　　∞　　　　　０．７５２３　　　１．６１０６２　　　５０．４９
　２６　　　　　　∞　　　　　０．３００９　　　１．
　像面　　　　　　∞　　　　　０．
【００４２】
　各種データ　　　　　通常観察　　　　　　近距離観察
　　ｄ０　　　　　１９．４００００　　　４．７００００
　　ｄ８　　　　　　０．４６６４２　　　１．０５６８３
　ｄ１１　　　　　　２．９１１１３　　　２．３２０７１
【００４３】
（実施例３）
　本発明の実施例３に係る内視鏡用対物光学系３の構成を図１０及び図１１に示す。なお
、図１１において、（Ａ）は通常観察状態を、（Ｂ）は近距離観察状態を示し、光線は軸
上マージナル光線、最大画角の主光線を示す。また、本実施例に係る内視鏡用対物光学系
３の通常観察状態の収差曲線図を図１２に、近距離観察状態の収差曲線図を図１３に示す
。
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【００４４】
　図１０に示すように、実施例３に係る内視鏡用対物光学系３において、負の前群Ｇ１は
、物体側から順に、物体側が平面の平凹レンズの第１レンズＬ１、赤外カットフィルター
ＣＦ、両凹レンズの第２レンズＬ２及び両凸レンズの第３レンズＬ３を備えている。
　フォーカシングレンズＦは、物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズの第４レンズで
あり、正の屈折力を有している。
【００４５】
　また、正の後群は、像側に凹面を向けた負メニスカスレンズの第５レンズＬ５、像側に
凹面を向けた正メニスカスレンズの第６レンズＬ６、両凸レンズの第７レンズＬ７、両凸
レンズの第８レンズＬ８、及び物体側に凹面を向けた負メニスカスレンズの第９レンズＬ
９を備えている。このうち、第５レンズＬ５と第６レンズＬ６は接合されて接合レンズＣ
Ｌ５となっており、第８レンズＬ８と第９レンズＬ９とは接合されて接合レンズＣＬ６と
なっている。
【００４６】
　また、フォーカシングレンズＦと後群Ｇ２との間に明るさ絞りＡＳが設けられている。
　近距離観察時は、フォーカシングレンズＦである第４レンズが光軸上を像側へ移動し、
作動距離が短い側にピント合わせを行う。
　本発明の実施例３に係る内視鏡用対物光学系３のレンズデータを以下に示す。
【００４７】
　レンズデータ
　面番号　　　　　ｒ　　　　　　　ｄ　　　　　　　Ｎｄ　　　　　　　Ｖｄ
　物体面　　　　　∞　　　　　（ｄ０）　　　　　１．                
　　１　　　　　　∞　　　　　０．６０３４　　　１．８８３００　　　４０．７６
　　２　　　１．６９４６　　　０．６６４０　　　１．
　　３（ＦＳ）　　∞　　　　　０．０１５１　　　１．
　　４　　　　　　∞　　　　　０．９０５１　　　１．５２１００　　　６５．１２
　　５　　　　　　∞　　　　　０．３０１７　　　１．
　　６　－１６．６１９３　　　０．６０３４　　　１．８８３００　　　４０．７６
　　７　　　３．５６３０　　　１．１３４１　　　１．
　　８　　　５．９５２９　　　０．９０４９　　　１．５３１７２　　　４８．８４
　　９　　－７．５２１０　　　（ｄ９）　　　　　１．                
　１０　　　２．８８８９　　　０．７７８０　　　１．４９７００　　　８１．５４
　１１　　　２．９８９１　　　（ｄ１１）　　　　１．                
　１２（ＡＳ）　　∞　　　　　０．１５０８　　　１．
　１３　　２１．２０９７　　　０．４５３２　　　１．８８３００　　　４０．７６
　１４　　　１．３９９６　　　０．８９５５　　　１．８０５１８　　　２５．４２
　１５　　　６．６２３５　　　０．１４３８　　　１．
　１６　　　２．４５１８　　　１．０５５９　　　１．５３１７２　　　４８．８４
　１７　　－３．４１８７　　　０．１５０８　　　１．
　１８　　　３．６４０７　　　０．９０５１　　　１．５８１４４　　　４０．７５
　１９　　－１．７４３０　　　０．４５７２　　　１．９２２８６　　　１８．９０
　２０　－９１．７６１４　　　０．６９４６　　　１．
　２１（ＦＳ）　　∞　　　　　０．０５８８　　　１．
　２２　　　　　　∞　　　　　０．０４９８　　　１．５３０００　　　５６．００
　２３　　　　　　∞　　　　　５．４４２５　　　１．７２９１６　　　５４．６８
　２４　　　　　　∞　　　　　０．０１５１　　　１．５１０００　　　６４．００
　２５　　　　　　∞　　　　　０．７５４２　　　１．６１０６２　　　５０．４９
　２６　　　　　　∞　　　　　０．３０１７　　　１．
　像面　　　　　　∞　　　　　０．
【００４８】
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　各種データ　　　　　通常観察　　　　　　近距離観察
　　ｄ０　　　　　１９．４００００　　　４．７００００
　　ｄ９　　　　　　０．３４９１３　　　２．５８４０７
　ｄ１１　　　　　　３．０２７９８　　　０．７９３０４
【００４９】
（実施例４）
　本発明の実施例４に係る内視鏡用対物光学系４の構成を図１４及び図１５に示す。なお
、図１５において、（Ａ）は通常観察状態を、（Ｂ）は近距離観察状態を示し、光線は軸
上マージナル光線、最大画角の主光線を示す。また、本実施例に係る内視鏡用対物光学系
４の通常観察状態の収差曲線図を図１６に、近距離観察状態の収差曲線図を図１７に示す
。
【００５０】
　図１４に示すように、実施例４に係る内視鏡用対物光学系４において、負の前群Ｇ１は
、物体側から順に、物体側が平面の平凹レンズの第１レンズＬ１、赤外カットフィルター
ＣＦ、両凹レンズの第２レンズＬ２及び両凸レンズの第３レンズＬ３を備えている。
【００５１】
　フォーカシングレンズＦは、物体側に凹面を向けた負メニスカスレンズの第４レンズで
あり、負の屈折力を有している。
　正の後群Ｇ２は、物体側から順に、両凸レンズの第５レンズＬ５、物体側に凹面を向け
た負メニスカスレンズの第６レンズＬ６、両凸レンズの第７レンズＬ７、物体側に凹面を
向けた負メニスカスレンズの第８レンズＬ８を備えている。このうち、第５レンズＬ５と
第６レンズＬ６は接合されて接合レンズＣＬ７となっており、第７レンズＬ７と第８レン
ズＬ８とは接合されて接合レンズＣＬ８となっている。
【００５２】
　また、フォーカシングレンズＦと後群Ｇ２との間に明るさ絞りＡＳが設けられている。
　近距離観察時は、フォーカシングレンズＦである第４レンズＬ４が光軸上を物体側へ移
動し、作動距離が短い側にピント合わせを行う。
　本発明の実施例４に係る内視鏡用対物光学系４のレンズデータを以下に示す。
【００５３】
　レンズデータ
　面番号　　　　　ｒ　　　　　　　ｄ　　　　　　　Ｎｄ　　　　　　　Ｖｄ
　物体面　　　　　∞　　　　　　（ｄ０）　　　　１．                
　　１　　　　　　∞　　　　　０．５９６７　　　１．８８３００　　　４０．７６
　　２　　　１．７０３６　　　０．７０６２　　　１．
　　３（ＦＳ）　　∞　　　　　０．０４４８　　　１．
　　４　　　　　　∞　　　　　０．８９５１　　　１．５１８００　　　７５．００
　　５　　　　　　∞　　　　　０．２７９６　　　１．
　　６　　－４．０２８４　　　０．４４８５　　　１．８８３００　　　４０．７６
　　７　　　　８．３３８８　　０．１４６６　　　１．
　　８　　　　３．５８９４　　１．１１９４　　　１．９２２８６　　　１８．９０
　　９　　－１５．８２６１　　　（ｄ９）　　　　１．                
　１０　　　－１．５０８１　　０．７４０１　　　１．７７５２９　　　５１．１３
　１１　　　－２．０３４３　　　（ｄ１１）　　　１．                
　１２（ＡＳ）　　∞　　　　　０．０４４８　　　１．
　１３　　　　７．３０２９　　０．９１０８　　　１．５０２１７　　　５７．９９
　１４　　　－１．８１５０　　０．３７２９　　　１．９５８５７　　　３２．９５
　１５　　　－２．９２７１　　０．０２９８　　　１．
　１６（ＦＳ）　　∞　　　　　０．０４４８　　　１．
　１７　　　　９．１５０９　　０．９８１１　　　１．５２８９０　　　４５．１１
　１８　　　－１．８１２８　　０．４４７５　　　１．９２２８６　　　１８．９０
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　１９　　　－２．８６９９　　０．７０９９　　　１．
　２０（ＦＳ）　　∞　　　　　０．０４４８　　　１．
　２１　　　　　　∞　　　　　０．０４９２　　　１．５３０００　　　５６．００
　２２　　　　　　∞　　　　　５．３８２３　　　１．７２９１６　　　５４．６８
　２３　　　　　　∞　　　　　０．０１４９　　　１．５１０００　　　６４．００
　２４　　　　　　∞　　　　　０．７４５９　　　１．６１０６２　　　５０．４９
　２５　　　　　　∞　　　　　０．２９８４　　　１．
　像面　　　　　　∞　　　　　０．
【００５４】
　各種データ　　　　　通常観察　　　　　　近距離観察
　　ｄ０　　　　　１９．２００００　　　４．６００００
　　ｄ９　　　　　　１．９６４７１　　　０．６３９５５
　ｄ１１　　　　　　０．２８２５０　　　１．６０７６７
【００５５】
（実施例５）
　本発明の実施例５に係る内視鏡用対物光学系５の構成を図１８に示す。なお、本実施例
５に係る内視鏡用対物光学系５を構成する各レンズの形状等は実施例４と同一であるので
その説明を省略する。図１８において、（Ａ）は通常観察状態を、（Ｂ）は近距離観察状
態を示し、光線は軸上マージナル光線、最大画角の主光線を示す。また、本実施例に係る
内視鏡用対物光学系の通常観察状態の収差曲線図を図１９に、近距離観察状態の収差曲線
図を図２０に示す。
　本発明の実施例５に係る対物光学系のレンズデータを以下に示す。
【００５６】
　レンズデータ
　面番号　　　　　ｒ　　　　　　　ｄ　　　　　　　Ｎｄ　　　　　　　Ｖｄ
　物体面　　　　　∞　　　　　（ｄ０）　　　　　１．                
　　１　　　　　　∞　　　　　０．６０１９　　　１．８８３００　　　４０．７６
　　２　　　１．７５５４　　　０．６９７０　　　１．
　　３（ＦＳ）　　∞　　　　　０．０４５１　　　１．　
　　４　　　　　　∞　　　　　０．９０２９　　　１．５１８００　　　７５．００
　　５　　　　　　∞　　　　　０．２５９９　　　１．
　　６　　－４．５９８３　　　０．４８４３　　　１．８８３００　　　４０．７６
　　７　　　５．２７５９　　　０．１５４０　　　１．
　　８　　　３．２５７７　　　２．１４３９　　　１．９２２８６　　　１８．９０
　　９　－４５．０１４４　　　　（ｄ９）　　　　１．                
　１０　　－１．３８０９　　　０．６００３　　　１．６５１６０　　５８．５５
　１１　　－１．８２８２　　　（ｄ１１）　　　　１．                
　１２（ＡＳ）　　∞　　　　　０．０４５１　　　１．
　１３　　　４．９２３２　　　０．９５５１　　　１．４８７４９　　　７０．２３
　１４　　－１．７０３２　　　０．３７６２　　　１．８８３００　　　４０．７６
　１５　　－２．５９５５　　　０．０３０１　　　１．
　１６（ＦＳ）　　∞　　　　　０．０４５１　　　１．
　１７　　１１．１４６９　　　０．９７６７　　　１．４８７４９　　　７０．２３
　１８　　－１．７９３８　　　０．４５１４　　　２．００３３０　　　２８．２７
　１９　　－２．８０６３　　　０．７１６２　　　１．
　２０（ＦＳ）　　∞　　　　　０．０４５１　　　１．
　２１　　　　　　∞　　　　　０．０４９７　　　１．５３０００　　　５６．００
　２２　　　　　　∞　　　　　５．４２９３　　　１．７２９１６　　　５４．６８
　２３　　　　　　∞　　　　　０．０１５０　　　１．５１０００　　　６４．００
　２４　　　　　　∞　　　　　０．７５２４　　　１．６１０６２　　　５０．４９１
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　２５　　　　　　∞　　　　　０．３０１０　　　１．
　像面　　　　　　∞　　　　　０．
【００５７】
　各種データ　　　　　通常観察　　　　　　近距離観察
　　ｄ０　　　　　１９．４００００　　　４．６００００
　　ｄ９　　　　　　１．４８１１３　　　０．６３４３４
　ｄ１１　　　　　　０．２８７９９　　　１．１３４７９
【００５８】
（実施例６）
　本発明の実施例６に係る内視鏡用対物光学系６の構成を図２１及び図２２に示す。なお
、図２２において、（Ａ）は通常観察状態を、（Ｂ）は近距離観察状態を示し、光線は軸
上マージナル光線、最大画角の主光線を示す。また、本実施例に係る内視鏡用対物光学系
６の通常観察状態の収差曲線図を図２３に、近距離観察状態の収差曲線図を図２４に示す
。
【００５９】
　図２２に示すように、実施例６に係る内視鏡用対物光学系６において、負の前群Ｇ１は
、物体側から順に、平面の平凹レンズの第１レンズＬ１、赤外カットフィルターＣＦ、両
凹レンズの第２レンズＬ２、両凸レンズの第３レンズＬ３を備えている。
　フォーカシングレンズＦは、物体側に凹面を向けた平凹レンズの第４レンズＬ４であり
、負の屈折力を有している。
【００６０】
　正の後群Ｇ２は、物体側から順に、像側に凸面を向けた正メニスカスレンズの第５レン
ズＬ５、明るさ絞りＡＳ、物体側が平面の平凸レンズの第７レンズＬ７、両凸レンズの第
８レンズＬ８、及び物体側に凹面を向けた負メニスカスレンズの第９レンズＬ９を備えて
いる。このうち、第５レンズＬ５と第６レンズＬ６は接合されて接合レンズＣＬ９となっ
ており、第８レンズＬ８と第９レンズＬ９とは接合されて接合レンズＣＬ１０となってい
る。
【００６１】
　また、フォーカシングレンズＦと後群Ｇ２との間に明るさ絞りＡＳが設けられている。
　近距離観察時は、フォーカシングレンズＦである第４レンズＬ４が光軸から退避し、作
動距離が短い側にピント合わせを行う。
　本発明の実施例６に係る内視鏡用対物光学系６のレンズデータを以下に示す。
【００６２】
　レンズデータ
　面番号　　　　　ｒ　　　　　　　ｄ　　　　　　　Ｎｄ　　　　　　　Ｖｄ
　物体面　　　　　∞　　　　　（ｄ０）　　　　　１．                
　　１　　　　　　∞　　　　　０．６５６１　　　１．８８３００　　　４０．７６
　　２　　　１．９２２０　　　０．７５５７　　　１．
　　３（ＦＳ）　　∞　　　　　０．０４９２　　　１．
　　４　　　　　　∞　　　　　０．９８４１　　　１．５１８００　　　７５．００
　　５　　　　　　∞　　　　　０．１６９８　　　１．
　　６　　－５．６２６３　　　０．３８５６　　　１．８８３００　　　４０．７６
　　７　　　３．３９６０　　　０．３０７５　　　１．
　　８　　９３．７１６５　　　０．７６６６　　　１．９２２８６　　　１８．９０
　　９　　－３．７５４５　　　０．７１３２　　　１．
　１０　　　　（ｒ１０）　　　０．４９２０　　　（ＧＬＡ１０）                  
  
　１１　　　　（ｒ１１）　　　１．５０８９　　　１．
　１２（ＦＳ）　　∞　　　　　０．０４９２　　　１．
　１３　－６２．７０３０　　　０．８７８４　　　１．９２２８６　　　１８．９０
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　１４　　－２．８７０７　　　０．４１００　　　２．００３３０　　　２８．２７
　１５　　　８．２３６３　　　０．０３２８　　　１．
　１６（ＡＳ）　　∞　　　　　０．０４９２　　　１．
　１７　　　　　　∞　　　　　０．７７８４　　　１．４８７４９　　　７０．２３
　１８　　－２．３７２６　　　０．０８２０　　　１．
　１９　　　３．６０８７　　　１．２４８６　　　１．４８７４９　　　７０．２３
　２０　　－１．８７１１　　　０．４９２０　　　１．９２２８６　　　１８．９０
　２１　　－２．９１８９　　　０．７７８６　　　１．
　２２（ＦＳ）　∞　　　　　　０．０４９２　　　１．
　２３　　　　　∞　　　　　　０．０５４１　　　１．５３０００　　　５６．００
　２４　　　　　∞　　　　　　５．９１７６　　　１．７２９１６　　　５４．６８
　２５　　　　　∞　　　　　　０．０１６４　　　１．５１０００　　　６４．００
　２６　　　　　∞　　　　　　０．８２０１　　　１．６１０６２　　　５０．４９５
　２７　　　　　∞　　　　　　０．３２８０　　　１．
　像面　　　　　∞　　　　　　０．
【００６３】
　各種データ　　　　　通常観察　　　　　　　　　近距離観察
　　ｄ０　　　　　２１．０００００　　　　　　４．６００００
　ｒ１０　　　　－７９．２４３６５　　　　　　　∞
　ｒ１１　　　　　　　　∞　　　　　　　　　　　∞
　ＧＬＡ１０　１．５１６３３，６４．１４  　空気（Ａｉｒ）
【００６４】
（実施例７）
　本発明の実施例７に係る内視鏡用対物光学系７の構成を図２５及び図２６に示す。なお
、図２６において、（Ａ）は通常観察状態を、（Ｂ）は近距離観察状態を示し、光線は軸
上マージナル光線、最大画角の主光線を示す。また、本実施例に係る内視鏡用対物光学系
７の通常観察状態の収差曲線図を図２７に、近距離観察状態の収差曲線図を図２８に示す
。
【００６５】
　図２５に示すように、実施例７に係る内視鏡用対物光学系７において、負の前群Ｇ１は
、物体側から順に、物体側が平面の平凹レンズの第１レンズＬ１、赤外カットフィルター
ＣＦ、両凹レンズの第２レンズＬ２、像側に凸面を向けた正メニスカスレンズの第３レン
ズＬ３を備えている。
【００６６】
　フォーカシングレンズＦは、物体側に凹面を向けた負メニスカスレンズの第４レンズで
あり、負の屈折力を有している。
　正の後群Ｇ２は、像側に凸面を向けた正メニスカスレンズの第５レンズＬ５、物体側に
凹面を向けた負メニスカスレンズの第６レンズＬ６、両凸レンズの第７レンズＬ７、及び
物体側に凹面を向けた負メニスカスレンズの第８レンズＬ８を備えている。このうち、第
５レンズＬ５と第６レンズＬ６とは接合されて接合レンズＣＬ９となっており、第７レン
ズＬ７と第８レンズＬ８とは接合されて接合レンズＣＬ１０となっている。
【００６７】
　また、フォーカシングレンズＦと後群Ｇ２との間に明るさ絞りＡＳが設けられている。
　近距離観察時は、フォーカシングレンズである第４レンズが光軸から退避し、作動距離
が短い側にピント合わせを行う。
　本発明の実施例７に係る内視鏡用対物光学系７のレンズデータを以下に示す。
【００６８】
　レンズデータ
　面番号　　　　　ｒ　　　　　　　ｄ　　　　　　　Ｎｄ　　　　　　　Ｖｄ
　物体面　　　　　∞　　　　　（ｄ０）　　　　　１．                
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　　１　　　　　　∞　　　　　０．６１３１　　　１．８８３００　　　４０．７６
　　２　　　１．７８７９　　　０．６８９７　　　１．
　　３（ＦＳ）　　∞　　　　　０．５７４９　　　１．
　　４　　　　　　∞　　　　　０．９１９６　　　１．５１８００　　　７５．００
　　５　　　　　　∞　　　　　０．３８３２　　　１．
　　６　　－６．８６３５　　　０．４５９８　　　１．８８３００
　　７　　　３．５０７６　　　０．３８３２　　　１．
　　８　－３５．３１２５　　　０．７５１０　　　１．９２２８６
　　９　　－３．０７５９　　　０．５０４４　　　１．
　１０　　（ｒ１０）　　　　　０．４５９８　　（ＧＬＡ１０）            
　１１　　（ｒ１１）　　　　　１．４０３５　　　１．
　１２（ＡＳ）　　∞　　　　　０．１５３３　　　１．
　１３　－１０．８８５０　　　０．９０４３　　　１．５３１７２　　　４８．８４
　１４　　－１．７１６４　　　０．３８３２　　　２．００３３０　　　２８．２７
　１５　　－２．２７６５　　　０．０７６６　　　１．
　１６　　　５．５２９１　　　０．９１９６　　　１．４８７４９　　　７０．２３
　１７　　－２．１５４７　　　０．４５９８　　　１．９２２８６　　　１８．９０
　１８　　－３．７２１７　　　０．７２３１　　　１．
　１９（ＦＳ）　　∞　　　　　０．０４６０　　　１．
　２０　　　　　　∞　　　　　０．０５０６　　　１．５３０００　　　５６．００
　２１　　　　　　∞　　　　　５．５２９８　　　１．７２９１６　　　５４．６８
　２２　　　　　　∞　　　　　０．０１５３　　　１．５１０００　　　６４．００
　２３　　　　　　∞　　　　　０．７６６３　　　１．６１０６２　　　５０．４９
　２４　　　　　　∞　　　　　０．３０６５　　　１．
　像面　　　　　　∞　　　　　０．
【００６９】
　各種データ　　　　　通常観察　　　　　　　　　近距離観察
　　ｄ０　　　　　１９．２００００　　　　　　　５．３００００
　ｒ１０　　　　　－８．１１５１９　　　　　　　　∞
　ｒ１１　　　　　－９．６７２７４　　　　　　　　∞
　ＧＬＡ１０　　　１．５１６３３，６４．１４　　空気（Ａｉｒ）
【００７０】
（実施例８）
　本発明の実施例８に係る内視鏡用対物光学系８の構成を図２９及び図３０に示す。なお
、図３０において、（Ａ）は通常観察状態を、（Ｂ）は近距離観察状態を示し、光線は軸
上マージナル光線、最大画角の主光線を示す。また、本実施例に係る内視鏡用対物光学系
の通常観察状態の収差曲線図を図３１に、近距離観察状態の収差曲線図を図３２に示す。
【００７１】
　図２９に示すように、実施例８に係る内視鏡用対物光学系８において、負の前群Ｇ１は
、物体側から順に、物体側が平面の平凹レンズの第１レンズＬ１、両凹レンズの第２レン
ズＬ２、物体側が平面の平凸レンズの第３レンズＬ３を備えている。
　フォーカシングレンズＦは、物体側に凹面を向けた負メニスカスレンズの第４レンズＬ
４であり、負の屈折力を有している。
【００７２】
　正の後群２は、物体側が平面の平凸レンズの第５レンズＬ５、像側が平面の平凹レンズ
の第６レンズＬ６、明るさ絞りＡＳ、物体側が平面の平凸レンズの第７レンズＬ７、両凸
レンズの第８レンズＬ８、及び、物体側に凹面を向けた負メニスカスレンズの第９レンズ
Ｌ９を備えている。このうち、第５レンズＬ５と第６レンズＬ６とは接合されて接合レン
ズＣＬ１１となっており、第８レンズＬ８と第９レンズＬ９は接合されて接合レンズＣＬ
１２となっている。
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【００７３】
　フォーカシングレンズＦと後群Ｇ２との間には、赤外カットフィルターＣＦが配置され
ている。
　近距離観察時は、フォーカシングレンズである第４レンズが光軸から退避し、作動距離
が短い側にピント合わせを行う。
　本発明の実施例８に係る内視鏡用対物光学系８のレンズデータを以下に示す。
【００７４】
　レンズデータ
　面番号　　　　　ｒ　　　　　　　ｄ　　　　　　　Ｎｄ　　　　　　　Ｖｄ
　物体面　　　　∞　　　　　　（ｄ０）　　　　　１．                
　　１　　　　　∞　　　　　　０．６１１０　　　１．８８３００　　　４０．７６
　　２　　１．７７３５　　　　０．７０２７　　　１．
　　３（ＦＳ）　∞　　　　　　０．８５５４　　　１．
　　４　－４．９３５５　　　　０．５６５２　　　１．８８３００　　　４０．７６
　　５　　６．８９９９　　　　０．１３７５　　　１．
　　６（ＦＳ）　∞　　　　　　０．２１３９　　　１．
　　７　　　　　∞　　　　　　０．６５６８　　　１．９２２８６　　　１８．９０
　　８　－４．３３５２　　　　０．２２９１　　　１．
　　９　　　　（ｒ９）　　　　１．２２２０　　　（ＧＬＡ９）
　１０　　　　（ｒ１０）　　　０．１３７５　　　１．

　１１　　　　　∞　　　　　　０．９１６５　　　１．５１８００　　　７５．００
　１２　　　　　∞　　　　　　０．０４５８　　　１．
　１３（ＦＳ）　∞　　　　　　０．９０１３　　　１．
　１４（ＦＳ）　∞　　　　　　０．０４５８　　　１．
　１５　　　　　∞　　　　　　１．１９１５　　　１．６９８９５　　　３０．１３
　１６　－１．６９２５　　　　０．３８１９　　　１．８８３００　　　４０．７６
　１７　　　　　∞　　　　　　０．０４５８　　　１．
　１８（ＡＳ）　∞　　　　　　０．　　　　　　　１．
　１９　　　　　∞　　　　　　０．９３１８　　　１．４８７４９　　　７０．２３
　２０　－２．５７５４　　　　０．０１５３　　　１．
　２１（ＦＳ）　∞　　　　　　０．０６１１　　　１．
　２２　　５．２６８５　　　　１．０５４０　　　１．４８７４９　　　７０．２３
　２３　－１．８９８７　　　　０．４５８３　　　１．９２２８６　　　１８．９０
　２４　－２．９９５５　　　　０．８８２１　　　１．
　２５（ＦＳ）　∞　　　　　　０．０４５８　　　１．
　２６　　　　　∞　　　　　　０．０５０４　　　１．５３０００　　　５６．００
　２７　　　　　∞　　　　　　１．５４８９　　　１．７２９１６　　　５４．６８
　２８　　　　　∞　　　　　　０．０２１５　　　１．５１０００　　　６４．００
　２９　　　　　∞　　　　　　３．８６４７　　　１．７２９１６　　　５４．６８
　３０　　　　　∞　　　　　　１．２４７４　　　１．
　像面　　　　　∞　　　　　　０．
【００７５】
　各種データ　　　　　通常観察　　　　　　　　　　近距離観察
　　ｄ０　　　　　１９．７００００　　　　　　　　４．８００００
　　ｒ９　　　　　－７．２８０２７　　　　　　　　∞
　ｒ１０　　　　　－９．２６９１３　　　　　　　　∞
　ＧＬＡ９　　　　１．８８３００，４０．７６　　　空気（Ａｉｒ）
【００７６】
　なお、上記した実施例１～実施例８の構成における上記条件式（１）～（４）の数値を
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【００７７】
【表１】

【００７８】
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【００７９】
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【表３】

【００８０】
〔第２の実施形態〕
　次に、本発明の第２の実施形態について説明する。
　上述した各実施例に係る内視鏡用対物光学系は撮像装置に適用することができ、以下、
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上記した何れかの内視鏡用対物光学系（以下、単に「対物光学系」という）を適用した撮
像装置の例について説明する。
【００８１】
　図３３は、本発明の第２の実施形態にかかる撮像装置１０の概略構成を示し、（Ａ）は
全体構成を模式的に示す図、（Ｂ）は撮像素子の第１及び第２の領域に夫々結像する画像
における被写体の向きを示す図である。
　図３４は、図３３の撮像装置１０における対物光学系と分割素子と第２反射部材の斜視
図である。図３５は図３３の撮像装置１０における画像選択部の構成例を示す説明図で、
（Ａ）はその一例を示し、（Ｂ）は他の例を示している。
【００８２】
　撮像装置１０は、上記した対物光学系１１と、偏光解消板１２と、撮像素子１３と、偏
光ビームスプリッタ１４と、波長板１５と、第１反射部材１６と、第２反射部材１７と、
画像処理部１８を有している。図３３中、１９は画像表示装置である。
【００８３】
　対物光学系１１は、物体からの光束を結像させる機能を有し、像側がテレセントリック
に構成されている。偏光解消板１２は、対物光学系１１と偏光ビームスプリッタ１４との
間に配置されている。撮像素子１３は、ローリングシャッタ方式のＣＭＯＳセンサで構成
され、対物光学系１１の結像位置近傍に配置されている。
【００８４】
　偏光ビームスプリッタ１４は、対物光学系１１と撮像素子１３との間の光路上であって
撮像素子１３における第１領域１３ａの上方に配置され、偏光ビームスプリッタ面１４ａ
で対物光学系１１からの光束を反射光束と透過光束の２つの光束に分割する。なお、ここ
では、偏光ビームスプリッタ１４は、Ｓ偏光成分の直線偏光を反射し、Ｐ偏光成分の直線
偏光を透過するものとする。
【００８５】
　波長板１５は、λ／４板からなり、光軸を中心に回転可能に構成されている。第１反射
部材１６は、ミラーで構成されており、偏光ビームスプリッタ面１４ａで反射し、波長板
１５を透過した光束を折り返して反射させる。
【００８６】
　第２反射部材１７は、プリズムで構成されており、全反射面１７ａで偏光ビームスプリ
ッタ１４を透過した光を反射させる。なお、プリズム１７は、全反射面１７ａにミラーコ
ートを施して反射面を構成してもよい。
【００８７】
　そして、本実施形態に係る撮像装置１０は、波長板１５及び偏光ビームスプリッタ１４
を介して第１反射部材１６で反射した光束を撮像素子１３における第１領域１３ａに結像
させ、他方、第２反射部材１７で反射した光束を撮像素子１３における第１領域１３ａと
は異なる第２領域１３ｂに結像させる。
【００８８】
　画像処理部１８は、撮像素子１３に接続し、図示省略した中央処理演算装置に設けられ
、第１画像処理部１８ａと、第２画像処理部１８ｂと、第３画像処理部１８ｃと、第４画
像処理部１８ｄと、第５画像処理部１８ｅを有している。
　第１画像処理部１８ａは、第１領域１３ａの画像と第２領域１３ｂの画像の向き（回転
）を補正するように構成されている。
【００８９】
　第１領域１３ａ、第２領域１３ｂに結像する画像の向きは、例えば、図３４に示すよう
な”Ｆ”の文字を観察する場合、夫々図３３（Ｂ）に示すような向きになる。即ち、第１
領域１３ａに結像する画像は、第１領域１３ａの中心点を中心として時計回りに９０度回
転するとともに、第１領域１３ａの中心点を通る図３３（Ｂ）における縦方向の軸を中心
として１８０度回転した向きとなっている。また、第２領域１３ｂに結像する画像は、第
２領域１３ｂの中心点を中心として時計回りに９０度回転した向きとなっている。
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【００９０】
　そこで、第１領域１３ａ、第２領域１３ｂの夫々に結像する画像を画像表示装置１９に
表示させる場合には、第１画像処理部１８ａを介して、第１領域１３ａ、第２領域１３ｂ
の夫々に結像する画像を夫々の領域の中心点を中心として反時計回りに９０度回転させ、
更に第１領域１３ａの画像に対しては第１領域１３ａの中心点を通る図３３（Ｂ）におけ
る縦方向の軸を中心として１８０度回転させて鏡像を補正する。
【００９１】
　第３画像処理部１８ｃは、第１領域１３ａの画像と第２領域１３ｂの画像の夫々のホワ
イトバランスを調整可能に構成されている。
　第４画像処理部１８ｄは、第１領域１３ａの画像と第２領域１３ｂの画像の夫々の中心
位置の移動（選択）可能に構成されている。
　第５画像処理部１８ｅは、第１領域１３ａの画像と第２領域１３ｂの画像の夫々の表示
範囲（倍率）を調整可能に構成されている。
【００９２】
　第２画像処理部１８ｂは、本発明の画像選択部に相当し、第１領域１３ａの画像と第２
領域１３ｂの画像とを比較し、焦点が合った領域の画像を表示用画像として選択するよう
に構成されている。
【００９３】
　詳しくは、第２画像処理部１８ｂは、例えば、図３５（Ａ）に示すように、夫々の領域
１３ａ，１３ｂに接続する高域通過フィルタ１８ｂ１ａ，１８ｂ１ｂと、高域通過フィル
タ１８ｂ１ａ，１８ｂ１ｂに接続する比較器１８ｂ２と、比較器１８ｂ２及び夫々の領域
１３ａ，１３ｂに接続する切替器１８ｂ３を有し、第１領域１３ａ，第２領域１３ｂの画
像を、高域通過フィルタ１８ｂ１ａ，１８ｂ１ｂで高域成分を抽出し、抽出した高域成分
を比較器１８ｂ２で比較し、高域成分の多い領域の画像を切替器１８ｂ３で選択するよう
に構成される。
【００９４】
　また、例えば、図３５（Ｂ）に示すように、一方の領域１３ａのみに接続するデフォー
カスフィルタ１８ｂ４と、デフォーカスフィルタ１８ｂ４に接続するとともに他方の領域
１３ｂに接続する比較器１８ｂ２と、一方の領域１３ａ及び比較器１８ｂ２に接続する切
替器１８ｂ３を有し、デフォーカスフィルタ１８ｂ４によりデフォーカスされた一方の領
域１３ａの画像信号とでフォーカスされていない他方の領域１３ｂの画像信号を比較器１
８ｂ２で比較し、一致した部分は他の領域１３ｂの画像、一致しない部分は領域１３ａの
画像、を切替器１８ｂ３で選択するように構成してもよい。
　画像表示装置１９は、第２画像処理部１８ｂが選択した画像を表示する表示領域を有し
ている。なお、画像表示装置１９は、第１及び第２の領域１３ａ，１３ｂの夫々に結像す
る画像を表示する表示領域を有していてもよい。
【００９５】
　このように構成された撮像装置１０によれば、対物光学系１１からの光束は、偏光解消
板１２を通り、偏光方向の偏りが解消された状態で、偏光ビームスプリッタ１４に入射す
る。偏光ビームスプリッタ１４に入射した光は、偏光ビームスプリッタ面１４ａで直線偏
光のＳ偏光成分とＰ偏光成分とに分離される。
【００９６】
　偏光ビームスプリッタ面１４ａで反射したＳ偏光成分の直線偏光の光束は、λ／４板１
５を通り偏光状態が円偏光に変換され、ミラー１６で反射する。ミラー１６で反射した光
束は、再びλ／４板１５を通り、偏光状態が円偏光からＰ偏光成分の直線偏光に変換され
、再び偏光ビームスプリッタ１４に入射し、偏光ビームスプリッタ面１４ａを透過して、
撮像素子１３の第１領域１３ａに結像する。
【００９７】
　また、対物光学系１１、偏光解消板１２を経て、偏光ビームスプリッタ１４に入射した
ときに偏光ビームスプリッタ面１４ａを透過したＳ偏光成分の直線偏光の光束は、プリズ
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ム１７の全反射面１７ａで反射され、撮像素子１３の第２領域１３ｂに結像する。
【００９８】
　撮像素子１３は、上述したようにローリングシャッタ方式で構成されており、図３３（
Ｂ）に矢印で示す方向に１ラインずつ画像を読み出す。第２画像処理部１８ｂは、１ライ
ンずつ読み出された、第１領域１３ａ、第２領域１３ｂの夫々に結像する画像を比較し、
焦点が合った画像を表示用画像として選択する。
なお、第２画像処理部１８ｂが選択した１ラインずつの画像は、合成されて画像表示装置
１９に表示される。
【符号の説明】
【００９９】
　１～８　内視鏡用対物光学系
　１０　撮像装置
　１１　対物光学系
　１２　偏光解消板
　１３　撮像素子
　１４　偏光ビームスプリッタ
　１５　波長板
　１６　第１反射部材
　１７　第２反射部材
　１８　画像処理部
　１９　画像表示装置
　Ｇ１　前群
　Ｇ２　後群
　Ｌ１　第１レンズ
　Ｌ２　第２レンズ
　Ｌ３　第３レンズ
　Ｌ４　第４レンズ
　Ｌ５　第５レンズ
　Ｌ６　第６レンズ
　Ｌ７　第７レンズ
　Ｌ８　第８レンズ
　Ｌ９　第９レンズ
　Ｌ１０　第１０レンズ
　ＣＬ１～ＣＬ１２　接合レンズ
　ＡＳ　明るさ絞り
　ＦＳ　フレア絞り
　Ｐ　光学プリズム
　ＣＧ　カバーガラス
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】 【図８】



(25) JP WO2014/129089 A1 2014.8.28

【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】
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【図１３】 【図１４】

【図１５】 【図１６】
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【図１７】 【図１８】

【図１９】 【図２０】
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【図２１】 【図２２】

【図２３】 【図２４】
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【図２５】 【図２６】

【図２７】 【図２８】
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【図２９】 【図３０】

【図３１】 【図３２】
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【図３３】 【図３４】

【図３５】
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【手続補正書】
【提出日】平成26年6月19日(2014.6.19)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から像側へ順に、負の屈折力を有する前群、フォーカシングレンズ、正の屈折力
を有する後群からなり、
　前記前群及び前記後群が、光軸上に常に固定されており、以下の条件式（１）乃至（４
）を満たす内視鏡用対物光学系。
　　　４＜ＦＢ／ＦＬ　　　　　　　　　…（１）
　　　ＦＬ／｜ｆｃ｜＜０．１　　　　　…（２）
　　　－３＜Ｆ＿Ｆ／ＦＬ＜－０．９　　…（３）
　　　２．５＜Ｆ＿Ｒ／ＦＬ＜５　　　　…（４）
　ただし、ＦＢは、内視鏡用対物光学系全系のバックフォーカスであり、後群の最も像側
のレンズ面から全系の後ろ側焦点位置までの距離である。また、ＦＬは、内視鏡用対物光
学系全系の焦点距離であり、ｆｃはフォーカシングレンズの焦点距離であり、｜ｆｃ｜は
その絶対値であり、Ｆ＿Ｆは前群の焦点距離であり、Ｆ＿Ｒは後群の焦点距離である。
【請求項２】
　前記フォーカシングレンズが、正の屈折力を有し、
　作動距離が長い側から短い側に向かって変化するとき、前記フォーカシングレンズを像
側に移動することで作動距離が短い側にピント合わせる請求項１に記載の内視鏡用対物光
学系。
【請求項３】
　前記フォーカシングレンズが、負の屈折力を有し、
　作動距離が長い側から短い側に向かって変化するとき、前記フォーカシングレンズを物
体側に移動することで作動距離が短い側にピント合わせる請求項１に記載の内視鏡用対物
光学系。
【請求項４】
　請求項１乃至請求項３の何れかに記載の内視鏡用対物光学系と、
　該内視鏡用対物光学系の結像位置近傍に配置された１つの撮像素子と、
　前記対物レンズと前記撮像素子との間に配置され、前記対物レンズからの光束を反射光
束と透過光束の２つの光束に分割するための分割素子と、
　前記反射光束を折り返して反射させるための第１反射部材と、
　前記透過光束を反射させるための第２反射部材と、を有し、
　前記分割素子を介して前記第１反射部材で反射した光束を前記撮像素子における第１領
域に結像させ、
　前記第２反射部材で反射した光束を前記撮像素子における前記第１領域とは異なる第２
領域に結像させる撮像装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００６】
　上記目的を達成するため、本発明は以下の手段を提供する。
　本発明の一態様は、物体側から像側へ順に、負の屈折力を有する前群、フォーカシング
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レンズ、正の屈折力を有する後群からなり、前記前群及び前記後群が、光軸上に常に固定
されており、以下の条件式（１）乃至（４）を満たす内視鏡用対物光学系を提供する。
　　　４＜ＦＢ／ＦＬ　　　　　　　　　…（１）
　　　ＦＬ／｜ｆｃ｜＜０．１　　　　　…（２）
　　　－３＜Ｆ＿Ｆ／ＦＬ＜－０．９　　…（３）
　　　２．５＜Ｆ＿Ｒ／ＦＬ＜５　　　　…（４）
　ただし、ＦＢは、内視鏡用対物光学系全系のバックフォーカスであり、後群の最も像側
のレンズ面から全系の後ろ側焦点位置までの距離である。また、ＦＬは、内視鏡用対物光
学系全系の焦点距離であり、ｆｃはフォーカシングレンズの焦点距離であり、｜ｆｃ｜は
その絶対値であり、Ｆ＿Ｆは前群の焦点距離であり、Ｆ＿Ｒは後群の焦点距離である。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
　また、前群の屈折力を十分に保ちながら、広画角化に有利とし、軸外の高次収差を抑え
つつ、偏心誤差の光学性能劣化への影響を小さくすることができる。
　さらに、後群の屈折力を保ち、バックフォーカスを確保しつつ、レンズサイズを所望の
範囲に抑えることができる。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　上記した態様において、前記フォーカシングレンズが、正の屈折力を有し、作動距離が
長い側から短い側に向かって変化するとき、前記フォーカシングレンズを像側に移動する
ことで作動距離が短い側にピント合わせることが好ましい。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１２】
　上記した態様において、前記フォーカシングレンズが、負の屈折力を有し、作動距離が
長い側から短い側に向かって変化するとき、前記フォーカシングレンズを物体側に移動す
ることで作動距離が短い側にピント合わせることが好ましい。
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